
≪評価項目の説明≫
主な社会経済指標を用いて、県内市区町村の水準を評価したレポートです。
【規模】【人口系集中】【事業系集中】【富裕】【成長】【消費購買力】【都市開発水準】の７分野ごとに評価し、さらに７分野の【総合評価】を示しました。
評価には【偏差値】を用いています。偏差値５０点が平均水準です。

　①規模 ：「住民基本台帳人口」「民営事業所総数」「昼間人口」の３指標の偏差値平均で評価。マーケットの大きさを示します。
　②人口系集中 ：「昼夜間人口比」「小売中心地性」の２指標で評価。通勤・通学、小売業販売成果の面からみた吸引力を示します。
　③事業系集中 ：「人口１人あたり卸売年間販売額、小売年間販売額、製造品出荷額」によって評価した産業面での役割の大きさを示します。
　④富裕 ：「人口１人あたり課税対象所得額」によって評価した居住者の富裕度を示します。
　⑤成長 ：「住民基本台帳人口伸び率」「民営事業所総数伸び率」「小売販売額伸び率」「製造品出荷額伸び率」「着工建築物伸び率」の５指標で評価。

　　居住者と産業を併せた成長度を示します。
　⑥消費購買力 ：「消費購買力計」で評価。消費される額の大きさを示します。
　⑦都市開発水準 ：「産業用建築物着工床面積」「都市計画区域面積」の２指標で評価。産業面での開発度やポテンシャルを示します。
　⑧総合評価 ：①～⑦の７分野を総合した評価です。①～⑦の７分野の平均偏差値をもとに評価しています。

≪判定符号の説明≫
　　評価欄の符号　++  +  =  -  -- は、分かり易いように偏差値を５段階で評価した判定符号です。 ≪偏差値の算出式≫

≪レポートからの評価例≫

偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価 偏差値 評価
 千代田区 62.22 ++ 115.97 ++ 93.53 ++ 82.04 ++ 60.20 ++ 42.87 - 68.54 ++ 75.05 ++
 中央区 61.78 ++ 76.52 ++ 67.76 ++ 64.31 ++ 56.50 + 47.15 - 57.06 + 61.58 ++
 港区 67.58 ++ 61.27 ++ 55.15 + 101.31 ++ 52.85 + 52.42 = 60.56 ++ 64.45 ++
 新宿区 65.36 ++ 57.20 + 52.83 + 57.60 + 51.06 = 57.16 + 48.79 = 55.71 +
 文京区 52.25 = 49.10 = 47.97 = 61.08 ++ 48.37 = 49.97 = 45.32 - 50.58 =
 台東区 54.36 + 54.13 + 51.47 = 50.63 = 52.63 + 49.72 = 50.60 = 51.93 =
 墨田区 52.94 + 48.38 = 49.06 = 48.51 = 53.01 + 52.78 + 47.62 = 50.33 =
 江東区 60.85 ++ 48.44 = 48.27 = 50.70 = 51.51 = 63.80 ++ 66.59 ++ 55.74 +
 品川区 59.43 ++ 49.83 = 48.48 = 55.02 + 51.06 = 58.22 + 49.14 = 53.03 +
 世田谷区 73.27 ++ 47.35 - 46.87 - 57.71 + 52.18 = 81.27 ++ 56.34 + 59.29 ++

消費購買力 都市開発水準 総合評価事業系集中
市区町村名

規模 成長人口系集中 富裕

Ⅰ．「市区町村 一覧レポート」の説明

各指標の偏差値を求め、偏差値が下に示す正規分布に従っていると仮定し、釣鐘型の面積がそれぞれ２０％と
なるよう５等分し、当該エリアの偏差値がどの範囲に入っているかによって経済水準を評価した。

≪水準判定符号の見方≫

＋＋

＋

＝

－－

－

非常に多い・非常に高い

やや多い・やや高い

平均的

非常に少ない・非常に低い

やや少ない・やや低い

評価（県平均に比べ相対的に）符号

10×（当該市区町村の値－県平均値）

標準偏差
＋50

※偏差値とは、ある数値が全体の中でど

の位置にあるかを表す数値で、平均値が

50、標準偏差（バラツキ）が10となるよ

うに基準化したもの。

「消費購買力」以外の項目

が高い水準となっている。

中でも「人口系集中」が突

出している。

他の区と比べて「消費購買

力」が突出して高い水準と

なっている。
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　≪マップでみる県下市区町村の経済水準≫

　　【規模】【人口系集中】【富裕】【成長】【消費購買力】【都市開発水準】の６分野をそれぞれマップで示したものです。

++ 非常に多い・非常に高い 58.4以上 凡例は左記のように評価判定符号に準拠しています。
+ やや多い・やや高い 52.5～58.4未満 マップにすることによって、“どの水準の市区町村がどのように分布しているのか”
= 平均的 47.5～52.5未満 という視点で確認することができます。
- やや少ない・やや低い 41.6～47.5未満
-- 非常に少ない・非常に低い 41.6未満

評価（県平均に比べて相対的に） 偏差値

規模偏差値 人口系集中偏差値 富裕偏差値

成長偏差値 消費購買力偏差値 都市開発水準偏差値

市区町村の特性 ／ 市区町村マップ 東京都

Ⅰ．「市区町村 一覧レポート」の説明

世田谷区、大田区、港区が

高い水準になっている。

渋谷区および瑞穂町が

高い水準になっている。

千代田区、中央区、港区、渋谷区

が高い水準になっている。

文京区、新宿区、渋谷区、目黒区

が高い水準になっている。

世田谷区、大田区、練馬区が

高い水準になっている。

千代田区、江東区、八王子市

が高い水準になっている。
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≪評価項目の説明≫

様々な社会経済指標を用いて、県内における当該市区町村の水準を多角度に評価したレポートです。
個々の指標のなかから、貴社にとって重要な指標の水準を確認できます。
各指標は、それらが示す分野に分けてまとめています。

指標の値 偏差値 水準判定 県全体 都市部 郡部 周囲５㎞圏 周囲10㎞圏

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

≪偏差値の算出式≫

≪判定符号の説明≫
　　評価欄の符号　++  +  =  -  -- は、分かり易いように偏差値を５段階で評価した判定符号です。

分野
当該都市の値と県内水準 県内平均値 圏域情報

指標名 単位 年次

①指標の値 ：指定した市区町村の値
②偏差値 ：指定した市区町村の値①の偏差値（下記参照）
③水準判定 ：指定した市区町村の偏差値②による判定（下記参照）
④県全体 ：指定した市区町村が所属する県全体の１市区町村あたり平均値
⑤都市部 ：指定した市区町村が所属する県内市部の１市区あたり平均値
⑥郡部 ：指定した市区町村が所属する県内郡部の１町村あたり平均値
⑦周囲５㎞圏：指定した市区町村の中心（市町村の形状で設定した中心）から半径５㎞圏域内の集計値。
⑧周囲10㎞圏：指定した市区町村の中心（市町村の形状で設定した中心）から半径10㎞圏域内の集計値。
※圏域情報⑦⑧は、円内に含まれる面積によって円内市区町村のデータを配分して集計した値。

10×（当該市区町村の値－県平均値）

標準偏差
＋50

※偏差値とは、ある数値が全体の中でどの位置にあるかを表す数値で、平均値が50、標準偏差（バラツキ）が10となるように基準化したもの。

≪水準判定符号の見方≫

＋＋

＋

＝

－－

－

非常に多い・非常に高い

やや多い・やや高い

平均的

非常に少ない・非常に低い

やや少ない・やや低い

評価（県平均に比べ相対的に）符号

各指標の偏差値を求め、偏差値が下に示す正規分布に従っていると仮定し、釣鐘型の面積がそれぞれ２０％となるよう
５等分し、当該エリアの偏差値がどの範囲に入っているかによって経済水準を評価した。

Ⅱ．「市区町村 明細レポート」の説明
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≪評価指標の見方≫

評価指標の見方

規模 「居住者」および「昼間、定常的に流入してくる人」の多さを示す指標です。マーケットとして充分なボリュームを有しているかを評価します。

年代構成
居住者および「昼間、定常的に流入してくる人」の年代別構成を示す指標です。「ターゲットとなる年代の多さの確認」「どの年代をターゲットにし
たら良いか」「商品構成はどうすべきか」等を評価します。

世帯構成

世帯人員は、世帯規模や人員構成を把握するための指標です。総世帯数、人数別世帯数・比率、平均世帯人員から、単身世帯の増加や多人数世帯の割
合を分析できます。
家族類型は、家族構成や年齢層別世帯の特徴を把握するための指標です。核家族や三世代世帯、高齢者・子育て世帯の数や比率から、地域の人口動態
や生活特性を把握できます。

住居状況
地域における住宅形態や所有形態を把握するための指標です。持ち家や借家、一戸建や共同住宅などの世帯数・比率を通じて、住宅の種類や規模、居
住環境の特性を明らかにします。

居住期間
地域住民の居住年数や定着状況を把握するための指標です。出生時からの居住者数・比率は地域への生涯的な定住性を示し、転入後の居住期間別デー
タは移住者の定着傾向や流動性を測定することができます。

集中
地域の経済活動や人の集まり具合を示す指標です。昼夜間人口比は日中の人口集中度、小売中心地性は商業拠点としての機能、民営事業所比率は民間
経済の活発さを把握することができます。

密集
人口や世帯が地域にどの程度集中しているかを示す指標です。人口密度、世帯密度からは、居住環境の混雑度が測定できます。昼間人口密度は、日中
にその地域で活動する人口を示し、通勤や商業活動の状況などを把握することができます。

就業状況
地域の労働力の規模と就業状況を示す指標です。15歳以上人口は労働市場に参加可能な人口、労働力人口は実際に働いているか、働く意欲のある人々
を示します。就業者数や完全失業者数は実際の雇用状況を表し、比率指標はその割合を示します。

富裕 所得や貯蓄に関連した指標です。地域住民の富裕度を把握することができます。

成長
地域の人口動向を示し、発展性を評価するための指標です。住民基本台帳人口や外国人、昼間人口、民営従業者の伸び率や増減数は、地域の活力や多
様性を測定します。将来推計人口や転入超過数は、今後の成長可能性を反映します。

将来予測
地域の人口構成や年齢バランスの変化を見通すための指標です。総人口や年齢別人口・比率の予測を通じ、将来の需要動向や市場規模の変化を把握で
きます。

安定
地域への定着性を示す指標です。高齢者比率や持ち家世帯比率の高さ、住民の居住期間の長さから、転出入の可能性を推測することで、地域の安定性
を把握することができます。

業種別・
産業別人口

地域の業種別・産業別人口に関する指標です。業種大分類別就業者数（居住者）は住民が従事している業種を、業種大分類別従業者数（在勤者）は地
域内で働く人々の業種を示し、居住地と勤務地ベースでの産業別人口を把握することができます。

消
費
購
買
力

金額・構成
比・1世帯
当たり金額

地域の消費活動を把握するための指標です。金額は地域全体での消費支出額を示し、構成比は消費支出の各項目の割合を示します。1世帯当たり金額
は、平均的な世帯の消費支出を示し、生活水準や地域経済の消費力を分析するために活用されます。居住者特性（家族構成や住居所有形態など）も反
映されます。

分野

人
口
・
世
帯

Ⅱ．「市区町村 明細レポート」の説明
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≪評価指標の見方≫

評価指標の見方

規模 公務を除く民営事業所の総数を掲げています。法人（事業者）をターゲットにする場合、この指標でマーケットボリュームを評価します。

業種構成 公務を除く民営事業所の業種構成を示す指標です。特定の事業所に注目して評価する場合は“規模構成”も併せて確認します。

従業者規模
構成

従業者規模別に公務を除く民営事業所数の構成を示した指標です。

集中
地域の商業、流通、製造業がどれほど活発であるか、また中心地としての機能を果たしているかを示す指標です。これにより、地域経済の集中度や拠
点性を評価することができます。

成果 製造、卸・小売、建設分野での成果をボリューム（実数）で捉えた指標です。

製造、卸・小売、建設分野での生産性を示す指標です。

〔注〕「建設業従業者あたり着工数」の“従業者”は当該市区町村に存在する事業所の従業者、“着工数”は当該市区町村内での着工数であり、

　　　“当該市区町村の事業者が請け負った着工数ではない”。

密集 民営事業所がどの程度密集しているかを示す指標です。

富裕 地域の経済規模や企業の規模感を把握したり、地域の消費力・商業活動の活発さを把握するための指標です。

成長
事業所数と成果（小売販売額、製造品出荷額、着工建築物）の両面から成長度（伸び率）を評価します。近年の成長力を確認するとともに、将来動向
を捉える手掛かりにもなります。

安定
地域内の各業種における民営事業所の増減から、産業の安定性を評価するための指標です。事業所数の大きな変動が少ない場合、地域経済が安定して
いると見なされ、産業構造が一定のバランスを保っていることが分かります。

分野

事
業
系 労働生産性

Ⅱ．「市区町村 明細レポート」の説明
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外円:半径10㎞　内円:半径5㎞

(%) 当市 県平均

一次 0.1 0.5

二次 7.6 16.8

三次 92.3 82.7

※2010年を100とした指数

*順位は都道府県内の全市区町村数（ 62）中

単位 年次 順位 単位 年次 順位

人口 人 2023 1      ❶規模 民営事業所数 所 2021 7      

昼間人口 人 2020 3      1人当り卸売年間販売額 千円/人 2021 27    

昼夜間人口比 指数 2020 39    1人当り小売年間販売額 千円/人 2021 28    

小売中心地性 指数 2021 28    1人当り製造品出荷額 千円/人 2021 54    

千円/人 2022 7      民営事業所数伸び率 ％ 21/16 19    

人口伸び率 ％ 23/20 34    小売年間販売額伸び率 ％ 21/16 17    

消費購買力計 億円 2022 1      製造品出荷額伸び率 ％ 21/18 16    

同上1世帯当り 円 2022 12    着工建築物数伸び率 ％ 19/16 32    

人口密度/k㎡ 人 2023 14    ㎡ 2019 16    

65歳以上人口比率 ％ 2020 48    都市計画区域面積 k㎡ 2021 8      

持ち家世帯比率 ％ 2020 37    民営事業所密度/k㎡ 所 2021 18    

外国人人口 人 2023 10    指数 21/16 40    

*順位は都道府県内の全市区町村数（　62）中

順位 順位 偏差値 偏差値

1 1 65.8 52.8

2 2 82.0 59.1

3 3 65.2 46.1

4 4 68.1 57.1

5 5 75.9 57.5

*順位は全（　166）品目中 *順位は全（　17）分類中 ※2009年を100とした指数

＜　位置図　＞ ＜　市区町村の特長（概要）　＞ ＜　人口及び事業所の推移　＞
① 市区町村特性（タイプ判定） ⑦ 人口推移

地区特性 産業特性

1人当り課税対象所得額

三
次
産
業

産業別従業者比率

81.3

民営事業所数

偏差値

65.9

居
住
型

混
合
型

業
務
型

人口偏差値
一
次
産
業

二
次
産
業

❶規模 73.2 1 ❻購買力 71.1 1

② 主要分野評価（偏差値）

分 野 偏差値
(下線:上位3位)

順位 分 野 偏差値
(下線:上位3位)

順位

 47.1 42
<総合評価>
(❶～❼平均)

57.5 6
⑧ 転出入推移

❷人口系  47.2 36  54.8 12

❸事業系

❼都市開発

❺成長  51.5 21 〇安定 47.4 41

❹富裕 57.3 7 〇密集 54.2 17

915,439    27,500      

854,838    1,097        

90.6          841           

＜　市区町村の特長（詳細）　＞
③ 人口・世帯系（主要指標） ⑤ 事業系（主要指標）

分 野 指 標 名 当市区町村 分 野 指 標 名 当市区町村

❶規模

❷人口系

⑨ 民営事業所数推移
16,272      22.3          

3,324,982 -2.9           

15,769.84   産業用建築物着工床面積 69,199      

0.60          51             

3,353        1.7            

-0.2           2.6            

④消費の特徴（偏差値順） ⑥業種別事業所数ランキング（実数順）

金額・偏差値 比率・偏差値 先数上位業種(所) 比率上位業種(%)

20.1          58             

46.4          474           

23,094      12.5          

62.7 宿泊飲食 3,292

卸売小売 22.5

飲酒代 82.4 補習教育 62.8 医療福祉 3,403 医療福祉 12.4

(参考)国内遊学仕送り金 83.2 教育費 62.9 卸売小売 6,191

☆都道府県平均を基準に評価。産業特性は産業別に平均以上の条件で判定。

*｢密集｣｢安定｣は一部指標　　*順位は都道府県内の全市区町村数（　62）中

業種別民営事業所変動指数

生活関連 9.2鉄道・バス運賃・定期代 82.0 授業料等 62.4 生活関連 2,540

宿泊飲食 12.0

洋服 82.2 地代 62.6 不動産 3,094 不動産 11.3

パソコン 82.2 幼児・小学校補習教育

❹富裕

❺成長

❻購買力

〇密集

〇安定

〇その他

❸事業系

❺成長

❼都市開発

〇密集

〇安定

30

40

50

60

70

80

90

100

110
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130

140

150

160

2009 2012 2014 2016 2021

世田谷区 東京都平均

プロフィールONE 世田谷区

30

40

50

60

70

80
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160

2010 2015 2020 2030 2035

世田谷区 東京都平均

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

2014 2016 2018 2020 2022

転入者数 転出者数 転入超過率 転入超過率

世田谷区 東京都平均

Ⅱ．「市区町村 明細レポート」の説明

指定した市区町村の確認用マップです。主要施設や
競合店の位置などを記入してお使いください。

人口・世帯に関連する指標の数値と
全市区町村内の順位を確認します。

消費購買額・消費購買額比率の偏差
値上位5項目を確認します。

事業系に関連する指標の数値と全市
区町村内の順位を確認します。

事業所数・事業所比率の偏差値上位5
項目を確認します。

地区特性⇒居住人口と民営事業所数
を比較し、地区特性を判定します。
産業特性⇒どの産業分類が多い地域
か判定します。

主要分野指標として、10項目の偏差
値及び全市区町村内の順位を確認し
ます。

転出入者および、転入超過率
を示したグラフです。

人口推移を、起点となる年次
を100とした指数で示した
グラフです。

民営事業所数推移を、起点と
なる年次を100とした指数で
示したグラフです。
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居住地別の通勤者数（偏差値）

％＊

1 87.4

2 3.7

3 3.1

4 2.9

5 2.9

1 52.9

2 14.4

3 13.1

4 11.8

5 7.8

*伸び率は30/20年

単位 年次 偏差値

店/万人 2023 48.4

所/千人 2023 47.5

人/千人 2020 48.6

人/百人 2021 46.7

調布市 4,919 50.9

大田区 4,637 50.7

狛江市 4,705 50.8

世田谷区 139,882 127.2

杉並区 5,912 51.5

＜　 市区町村マップと参考データ　＞

通 勤 上位５位(赤:自市区町村) 通勤者(人) 偏差値

⑩ 住民基本台帳人口密度 2023年 ⑪ 高齢者(65歳以上)比率 ⑭ 通勤圏（どこから～通勤者数偏差値）2020年 2020年

31,267 63.4

新宿区 20,548 57.8

幼年人口(15歳未満)

生産年齢人口(15～64歳)

高齢人口(65歳以上)

*％＝上位5地区合計人数に対する構成割合

指 標 名 人数(人) 構成比(%) 伸び率(%)

-6.5

2.3

10.1

10.6

67.7

21.7

1.0

3.0

後期高齢者100人当り老人福祉施設定員 0.3

人口１千人当り病院・医院数

人口１千人当り医師数

⑫ 民営事業所密度 2021年

当
該
市
区
町
村
の
通
勤

人口1万人当りコンビニ数 3.4

964,718 100.0 2.2

指 標 名 当市区町村

101,876

653,570

209,272

⑯ 施設充足度

将来人口総数

ど
こ
か
ら

ど
こ
へ

⑮ 将来人口 2030年

⑬ ３０人以上民営事業所比率 2021年

世田谷区 139,882 120.2

港区 38,061 66.9

千代田区 34,631 65.1

渋谷区

プロフィールTWO 世田谷区

Ⅱ．「市区町村 明細レポート」の説明

当該市区町村への通勤者数偏差
値をマップで示しています。ど
の地域からの通勤者が多いかが
確認できます。

当該市区町村内へ通勤してくる
人の居住地、及び当該市区町村
から通勤する人の通勤先地域の
上位5地域を示しています。

将来人口の規模、構成比、伸び率
を、年齢階級3区分別に示していま
す。

地域の商業・医療・福祉施設の人
口当たりの充足状況から、利便性
やサービス体制を把握します。
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≪１km圏内マーケットのプロフィール≫

Ⅲ．「商圏レポート（プロフィール）」の説明

' 20

' 20

低 低 高

' 23 ' 20

女性 女性

52.1 58.3

48.7 46.2

52.3 76.9

51.2 70.5

50.0 54.8

50.3 52.1

50.7 55.3

51.2 51.4

55.7 52.9

67.8 66.1

' 20 ' 21

　　　　                                               　

平均 平均

- -

① 主要指標 ② 商圏特性（ﾀｲﾌﾟ判定）～右表⑨に対応 4.0 6.5

6.8 2.1

(人) 順位 居住 判定 業務 一次 二次 三次 持家 借家 戸建 長屋 共同 14.4 22.1

47.25 ≒ 53.38 0.0 6.8 93.2 37.4 53.4 19.5 0.6 76.3 5.0 10.0

(人) 順位 10.2 18.4

③ 商圏倍率～「１ｋｍ商圏人口=1｣の時、各商圏値は何倍か 7.0 7.2

(世帯) 順位

' 21 ' 22

(所) 順位 上位 ﾗﾝｸ 順位

⑤ 世帯構成人員 ' 20 ⑥ 消費購買額 ' 22 1 1

2 2

3 3

④ 平均年齢 ' 20 61.4 4 4

19.9 5 5

10.4 1

6.7 　※「水準判定」は市区町村内における相対的ポジションを示す 2

1.4 　⇒【高(多)・やや高(多)・平均的・やや低(少)・低(少)】 3

　※表タイトル右端の数字はデータ年次(西暦下2桁)　⇒例：<'21>は「2021年」

子供用下着類

手芸・工芸材料

他のがん具

家賃地代

飲酒代

食料品

その他の消費

住居費

教養娯楽

家賃地代

スポーツ観覧料

⑭ 消費ランキング

22,811

19,087

18,349

8,502,535

8,938,896

10,461,845

11,868,927

22,087,566

購 買 額（千円）

55.2

54.5

54.5

54.4

53.3

41.3

家賃

パチンコ・麻雀・カラオケ等

購買額偏差値

42.5

42.8被服賃借料

高校補習教育・予備校

葬儀関係費

⑬ 事業所数ランキング
偏差値上位業種

146
165
168
203
283

教育学習

製造業

学術専門

サービス

情報通信

54.1
57.5
59.3
60.1
66.9

先数上位業種 (先)

２０年以上 6,978 16.2

下
位

宿泊飲食

不動産物品

医療福祉

生活関連

卸売小売

9.0 低 -711 2,339 13.6 平均 やや低

上
 

位

　*居住･在勤：居住就業者=商圏に居住する働く人、在勤従業者=居住地に関係なく商圏で働く人

建設業 3.0 低 低 -369 910 5.3 やや高 やや低

42.9 平均 - 848 17,155 60.8 やや高 -

⑫ 主な業種別人口*（居住就業者・在勤従業者）
                    居　住　就　業　者 人口差                     在　勤　従　業　者

水準判定 C－D
(人)

在勤従業者
(人) D

比率
(％)

水準判定

人口 比率 人口 比率

256 1.5 平均 やや低

やや低

平均 -1,362 2,646 15.4 高 高

2,779 16.2 平均 低

平均 高 -505 1,505 8.8 平均 やや低

平均

やや低

A－B
(人)

昼間人口
(人) B

　*比率：男女計=商圏内全人口に対する年代別割合、女性=各年代別人口に対する女性割合

1,284

*比 率(％) 水準判定

男女計 人口 比率

72
-595 

-1,127 
-661 
-570 
611

-2,267 
-3,926 
-2,805 

-11,655 

5.5
7.5
8.8

12.4
14.4

*従業産業：上段=従業比率最多、下段=従業比率の水準判定（3段階/高・平均・低）

居
住
型

混
合
型

業
務
型

地 区 特 性

一
次

二
次

三
次

従 業 産 業

持
家

借
家

 住宅状況_

戸
建

長
屋

共
同

住 宅 建 て 方

市区町村 44.5 4人 低
平均 804.8 339.3

都道府県 44.8 5人以上 低

総  額

(億円)

1世帯当

(万円)

*順位：市区町村内

平均年齢 (歳) 2人 低
商圏 791.6 316.5

1人 高

商　　圏 44.0 3人 低

世帯人員
比率
(%)

水準判定
消費

1,550 0.2 1 (基準) 5.6

94

人 口 倍 率

 世 帯 数 25,330

消費購買額

13.1

市区町村内

町丁数
277

 事業所数

69
5.6

170 卸売小売 2,287 12.7

123 500ｍ(0.25) 1km (1) 3km (9) 5km (25)商圏 (面積倍率)

サービス 7.1

 *「判定」：⑨商圏特性（タイプ判定）に連動 1,628
1,000宿泊飲食

医療福祉

製造業

低 -492 

 総 人 口 41,141

 昼間人口 52,796

＜　商圏の基礎データ　＞

居住就業者
(人) C

比率
(％)

業種産業別

(抜粋)

地区特性(偏差値) 従業産業(%) 住宅状況(%) 住宅建て方(%) 986
541

18,003

低 低 7305.5

総 数

平均 低

平均

低

2,887
3,969

80歳以上 2,959 7.2

70歳代 3,374 8.2
やや低

やや低

やや低 低

やや高 やや低

やや高 平均

低

低

4,633
6,526

60歳代 3,506 8.5

50歳代 5,865 14.3
やや低

やや低

やや高 やや低

やや高 やや低

高

高

7,583
6,476

40歳代 7,013 17.0

30歳代 7,087 17.2
平均

やや高 12.3

やや高 やや高

高 高

高

低

8,545
5,112 9.7

16.220歳代 6,278 15.3

15-19歳 1,186 2.9
やや高

低

総 数 41,141 100.0 やや低

低0-14歳 3,875 9.4

やや高 -

低

-

6,680
52,796

12.7

65歳以上のみ 3,930 15.5

⑪ 年代別人口（居住人口・昼間人口）

年 代 居住人口
(人) A

                    居　　住　　人　　口

*比 率(％) 水準判定

男女計 人口 比率

人口差                     昼　　間　　人　　口

100.0
やや高 平均

65歳以上有（注 5,792 22.9

やや低
１０-２０年未満 4,701 10.9

⑨　商圏特性（タイプ判定）

事 業 系 やや高 高 平均 やや高

世帯数(世帯) 比率 (%)

6歳未満有 1,397 5.5
18歳未満有（注 3,068 12.1

世 帯 構 成

⑩ 世帯の若年者･高齢者有無

1-5年未満 7,144 16.6
5-10年未満 5,036 11.7

人口･世帯 平均 やや高 高 平均 やや低 低

世田谷区池尻１丁目　　プロフィール ONE １ｋｍ商圏

安 定
期 間 人数 (人) 比率 (%)

1年未満 2,634 6.1

＜　商圏マップ　＞ ＜　商圏の特長と各種判定　＞
⑦ 商圏の分野別特性（水準判定）

判 定 規 模 流 入 密 集 富 裕 成 長

⑧ 居住期間別人口外円：半径1km 内円：半径500m ＋ : 商圏の中心点(人口重心)

(C) GeoTechnologies, Inc.

「指定した町丁の位置」や「半径Nkm
圏に含まれる町丁」の確認用マップで
す。
主要施設や競合店の位置などを記入し
てお使いください。

地区特性→居住人口と民営事業所数を比較し、地区特性を判定します。
従業産業→どの産業分類が多い地域かを判断します。
住宅状況→持ち家、借家のどちらが多い地域か判断します。

主要4指標それぞれの値と、当該市区町
村内の全町丁における順位を示してい
ます。

1km圏商圏を基準とした場合、500m圏、3km圏、
5km圏の人口がそれぞれ1km圏の何倍になるか
を示しています。該当地域における商圏ごと
の人口規模を確認します。

各分野ごとに、偏差値を高～低の５段階
で評価しています。

１．高（多）
２．やや高（多）
３．平均的
４．やや低（少）
５．低（少）

年齢別に、居住人口と昼間人口の差を比
較することができます。
女性比率は、年齢別人口に占める女性の
割合を示しています。

消費購買額、消費購買額偏差値それぞれ
の上位５項目、下位３項目を示していま
す。
該当の地域の消費特性について確認しま
す。

「②商圏特性」の効果と連動していま
す。従業産業については、偏差値を３
段階で評価しています。

全事業所のうち、事業所数、事業所数偏差値
が上位５位の業種をそれぞれ示しています。

主要６業種の就業者数、従業者数を比較
し、どの産業に従事する人が多い地域か
について確認します。
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≪１km圏内マーケットのプロフィール≫

Ⅲ．「商圏レポート（プロフィール）」の説明

プロフィール TWO

' 23

' 23 ' 20

比率 比率

9.4 12.7

2.9 9.7

24.3 22.1

25.3 20.7

19.0 17.0

19.2 17.1

' 23 ' 20

比率 比率

10.1 16.3

2.9 5.4

25.1 18.0

26.2 23.2

19.5 18.5

16.3 17.9

' 23 ' 20

比率 比率

8.8 10.0

2.9 12.8

23.5 25.1

24.4 18.9

18.6 16.0

21.8 16.5

                                  　                                           ＜　商 圏 分 析 年 代 人 口　＞ ' 23          ＜　商圏分析年代人口構成　＞ ' 23／' 20

シ
ビ
ア

シ
ビ
ア

１ｋｍ商圏

' 22         ＜　Rich Type / 地域タイプ判定　＞
 ❺ フロー判定（所得）
　 横軸：7百万円以上所得者数
　 縦軸：7百万円以上所得者比率

 ❻ ストック判定（貯蓄）
　 横軸：1千万円以上貯蓄世帯数
　 縦軸：1千万円以上貯蓄世帯比率

世田谷区池尻１丁目

    横軸：7百万円以上所得者比率
    縦軸：1千万円以上貯蓄世帯比率

　  横軸：1世帯消費購買総額
　  縦軸：1世帯食料品購買額比率

庶
民
的

質
素
堅
実

15-19歳

0-14歳

114.4
115.1
104.9
117.1
431.0
172.4
128.3

 ⓫ 昼夜間人口～対比､1位（人口＆人口比率）
年代別比率順位

居住 昼間

-

3
4
1
2
6
5

3
4
2
1
6
5
-

年代別昼夜間人口比率

(昼間人口／居住人口)

総 数

65歳以上

50-64歳

35-49歳

20-34歳

776
2,106

22,196

 ❿ 昼夜間別人口構成女    性

将 来 推 計

2028 2033

直 近

21,446

2023

21,898
2,025

過 去

22.8
25.1
15.4
3.5
9.5

5,269
5,061
5,567
3,416

3.4
9.2

4,887
4,634
5,306
4,299

743

下位 低 下位

'13

直 近 将 来　　過 去

低

'18 '23 '28

1,8860-14歳

4,991

0-14歳 下位

15-19歳

低 下位

         居  住  人  口         昼  間  人  口

         居  住  人  口          昼  間  人  口

高

平均

高

❷ 年代別＆男女別人口分布 (単位：%)

男   性

35-49歳 上位 高

65歳以上 中位 低 中位 低

上位 低

50-64歳 中位 低 中位 平均

20-34歳 上位 高 上位

 ❸ 商圏分析年代人口推移
                   ＜　商 圏 分 析 年 代 の 特 長　＞

圏内ﾗﾝｸ 水準判定 圏内ﾗﾝｸ 水準判定
男 女 計

過 去 直 近 将 来　　

      ＜　人口推移 / 5年毎　＞
 ❶ 年代別人口分布 (単位：%)

0-14歳 下位 低 下位 高

'18 '23 '28 '33
圏内ﾗﾝｸ 水準判定 圏内ﾗﾝｸ 水準判定

15-19歳 下位 低 下位 平均

 ❼ フローORストック判定  ❽ 花より団子？（食費傾向）20-34歳 上位 高 中位 低  ❹ 居住人口推移

50-64歳 中位 低 上位 高

35-49歳 上位 高 上位 高

65歳以上 中位 低 中位 低

女   性
圏内ﾗﾝｸ 水準判定 圏内ﾗﾝｸ 水準判定

          居  住  人  口           昼  間  人  口

0-14歳 下位 低 下位 低

15-19歳 下位 低 下位 高

20-34歳 上位 高 上位 高

'33
50-64歳 中位 低 中位 低

35-49歳 上位 高 上位 低 '13

65歳以上 中位 低 中位

19,818 19,899 21,511

15-19歳

2,208 1,859

過 去 直 近

総　　数 41,211 41,141 41,717 42,096 19,700 19,695

将 来 推 計 過 去 直 近 将 来 推 計

2018 2023 2028 2033 2018 2023 2028

❾
商
圏
分
析
年
代

年 代 別 詳 細

男  女  計 男    性

6201,342 1,186 1,501 1,654 611 567 757
3,922 3,875 4,192 4,313 2,068 1,986 2,165

4,528 4,934 3,84320-34歳 9,517 9,983 8,141 6,312 2,891

9,020 3,409 3,216 3,386
3,596 3,834 4,456

5,356
9,872 4,815

10,921 5,493 5,159 5,212

3,751

比

率

(

%

)

0-14歳 9.5 9.4 10.0

人

口

(

人

)

15-19歳 3.3 2.9 3.6

65歳以上 8,326 7,883 8,272

50-64歳 7,022 7,821 9,095

35-49歳 11,076 10,398 10,514

20-34歳 23.1

10.9 11.1 8.6

35-49歳 26.9 25.3 25.2 25.9 27.9 26.2 26.3
25.1 19.4 14.5 23.2

3.9 3.1 2.9
10.2 10.5 10.1

3.8 4.4 3.4
24.3 19.5 15.0 23.0

24.4
50-64歳 17.0 19.0 21.8 23.5 18.3 19.5

26.9 25.9
22.5 24.2 15.9

21.4 17.3
18.6

18.9

45.9 40.3

22.9 21.8

偏
差

値

0-14歳 40.9 40.9 44.6 47.6 41.6
16.3 17.165歳以上 20.2 19.2 19.8

53.6 49.5 41.7 49.1
38.615-19歳 42.2 37.9 39.0 40.8 39.1 36.0

40.8 44.8 47.5 40.4 41.1
41.7

47.8 48.335-49歳 49.0 49.6 52.6 54.2 50.3 50.9 53.9 55.5
40.0 52.6 52.920-34歳 52.3 52.0 54.3

65歳以上 47.8 45.1 44.3 43.6 47.3 44.1
43.6 45.950-64歳 45.4 43.4 45.0 47.5 46.5

43.3 43.0 48.3 45.8
48.8 44.4 43.3

44.0
46.4

23.5 19.6

44.9
44.1
51.4
49.8
39.5
44.4
22.3
21.2
24.2

53.0
43.4
40.0
47.7
23.7

4,668

2.9
8.8

5,234
3,986

2033 2018

879 732
5,046

5,582
3,427
4,920

9.4
2.9

24.3

25.3

19.0

19.2

12.7

9.7

22.1
20.7

17.0

17.1

１５歳未満 １５～１９歳 ２０～３４歳 ３５～４９歳 ５０～６４歳 ６５歳以上

居住人口 昼間人口

高低

高

低

高低

高

低

高低

高

低

高低

高

低

少数精鋭

シビア

エクセレント

多士済々

少数精鋭

シビア

エクセレント

多士済々

ストック

庶民的

二刀流

フロー

花より団子

団子より花

美食家

質素堅実

年代別および、性・年代別の居住人口、
昼間人口比率を比較します。
「圏内ランク」は、年代６区分の偏差
値順位を、下記３区分で示しています。

１～２位＝上位
３～４位＝中位
５～６位＝下位

所得、貯蓄、消費購買額から、該当地域に住んで
いる人の富裕度や消費傾向を判定します。
それぞれの判定で使用している指標の偏差値を、
下記２区分に分類し、分布状況からどのような特
性をもつ地域であるか判断します。

■偏差値区分
５０以上＝高
５０より小さい＝低

例：⑤フロー判定（所得）＝「少数精鋭」の割合
「７百万円以上所得者数は少ないが、比率が高
い」

人口総数の推移を、１０年前から１０年
後まで示しています。また、都道府県、
市区町村平均と比較し、該当の地域がど
の程度の水準にあるかを確認します。

性・年代別の人口数、比率、偏差値を
過去５年前から１０年後まで一覧で示
しています。

居住人口と昼間人口の年代構成を比較
します。
また、年代別昼夜間人口比率から、ど
の年代の居住者が多いか、あるいは日
中に多いのはどの年代かを確認します。
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≪１㎞圏内マーケットのプロフィール≫

外円：半径1㎞　　内円：半径500m　

★当該町丁は居住者・法人マーケットを総合した水準でみると ランクです。

居住者マーケット

としての評価は→

法人マーケット

としての評価は→

居住者マーケット水準 法人マーケット水準

居住者の年代構成 2023年 2021年

＋印は人口重心の位置     　　　　　                                               　

○

規模、富裕、流入、密集、総合ランクはＡ。

○

規模、安定、富裕、密集、総合総合ランクはＡ。

○

○

○

当該市区町村の町丁数

居住者と法人を総合した当該町丁周囲1km圏の水準はＡと判定されます。

居住者マーケットで高水準（Ａ、Ｂ）と判定できる分野は「規模」「富裕」「流入」「密集」。

A B

AD

規模

A

安定 富裕 密集

法人マーケットで高水準（Ａ、Ｂ）と判定できる分野は「規模」「安定」「富裕」「密集」。

(C) GeoTechnologies, Inc.

世田谷区三軒茶屋１丁目の周囲1km圏マーケットプロフィール

A

密集富裕 流入

A

規模 安定 成長

(277)

A

建物等の詳細図が全部または一部しか表示されない場合があります。これは地図整備の状況によるものです。

Ａ

A

E A B

C

成長 総合

民営事業所の従業者規模構成

民営事業所の従業者規模構成をみると、最も多いのが　１～４人規模の事業所で、59%を占めます。

居住者の年代構成をみると、60歳以上の熟年・高年齢層が24％、これに対して19歳以下の若・幼年層は
12％と下回っています。

総合

0

20

40

60

80

100
規模

安定

富裕

流入密集

成長

総合

0

20

40

60

80

100
規模

安定

富裕

密集

成長

総合

6.3%

5.9%

15.4%

17.0%

16.8%

14.5%

8.7%

15.4%

１０歳未満人口

１０代人口

２０代人口

３０代人口

４０代人口

５０代人口

６０代人口

７０歳以上人口

58.7%19.6%

11.7%

4.1%
5.9%

１～４人

５～９人

１０～１９人

２０～２９人

３０人以上

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明

「指定した町丁の位置」や「半径１㎞圏
に含まれる町丁」の確認用のマップです。
主要施設や競合店の位置などを記入して
お使いください。

「居住者マーケット」と「法人マーケッ
ト」の総合評価（偏差値）を平均してＡ～
Ｅの５段階で評価したものです。

各分野ごとの偏差値をＡ～Ｅの５段階で
評価したものです。

Ａ：非常に多い・非常に高い
Ｂ：やや多い・やや高い
Ｃ：平均的（市区町村内の他町丁

とほぼ同水準）
Ｄ：やや少ない・やや低い
Ｅ：非常に少ない・非常に低い

圏内マーケットの特徴を簡単にコメント
しています。
詳細は評価リストを参照してください。

圏内居住者と事業者の特性を、それぞれ
「年代構成」「従業者規模構成」でグラフ
化したものです。

個人マーケット、法人マーケット別に、
各分野の水準（偏差値）をグラフ化した
ものです。
市区町村内の全町丁の圏域内マーケット
の平均は５０です。
どの分野が良く、どの分野が劣るのかか
一目でわかります。
上記のＡ～Ｅ評価はこのグラフに示した
偏差値に対応しています。
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≪評価項目の説明≫

指標の値 偏差値 水準判定

① ② ③ ④

≪偏差値の算出式≫

≪判定符号の説明≫
　　評価欄の符号　++  +  =  -  -- は、分かり易いように偏差値を５段階で評価した判定符号です。

Ａ～Ｅは「１㎞圏内マーケットのプロフィール」ページの
表記に対応します。

指定町丁の周囲１㎞圏内水準 市区町村内
全町丁の平均

分野 指標名 単位 年次

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明

①指標の値 ：指定した町丁の半径１㎞圏内を集計した値。
②偏差値 ：指定した町丁の半径１㎞圏内集計値①の偏差値（下記参照）。
③水準判定 ：指定した町丁の半径１㎞圏内偏差値②による判定（下記参照）。
④全町丁の平均：指定した町丁が所属する市区町村内の１町丁あたり１㎞圏内の値。
※圏域情報①④は、円内に含まれる面積によって円内町丁のデータを配分して集計した値。

10×（当該町丁の値－市区町村内全町丁の平均値）

標準偏差
＋50

※偏差値とは、ある数値が全体の中でどの位置にあるかを表す数値で、平均値が50、標準偏差（バラツキ）が10となるように基準化したもの。

≪水準判定符号の見方≫

＋＋

＋

＝

－－

－

Ａ（非常に多い・非常に高い）

Ｂ（やや多い・やや高い）

Ｃ（平均的）

Ｅ（非常に少ない・非常に低い）

Ｄ（やや少ない・やや低い）

評価（市区町村内町丁の平均に比べ相対的に）符号

各指標の偏差値を求め、偏差値が下に示す正規分布に従っていると仮定し、釣鐘型の面積がそれぞれ２０％となるよう
５等分し、当該エリアの偏差値がどの範囲に入っているかによって経済水準を評価した。
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≪マーケット水準評価指標の見方≫

＜居住者（個人）マーケット＞

指標名 単位 指標の見方

①住民基本台帳人口※ 人 居住者マーケット規模の総量。

②　１０歳未満人口 人
③　１０代人口 人

④　２０代人口 人
⑤　３０代人口 人
⑥　４０代人口 人

⑦　５０代人口 人

⑧　６０代人口 人
⑨　７０歳以上人口 人
⑩就業者数 人 当該町丁に居住している総就業者の規模。

⑪民営従業者数 人 当該町丁にある民営事業所の総従業者の規模。
⑫昼間人口　※ 人 昼間に存在する人口規模。 事業所従業者、通学して来る児童・生徒、非就業者を合算した値です。

⑬住民基本台帳世帯数 世帯 世帯ベースでみたマーケット規模。
⑭持ち家世帯数 世帯 持ち家に限定したマーケット規模。持ち家がターゲットなる場合（増改築等）に参考にします
⑮６５歳以上のいる一般世帯数 世帯 高齢者がいる世帯がターゲットになる場合（リフォーム・宅配サービス等）に参考にします。

規模スコア 上記①⑫の平均偏差値

①６５歳以上人口比率※ ％ ６５以上の高齢層は転出入の可能性が小さいとの想定から、居住者の安定性の評価指標とみなすことができます。
②持ち家世帯比率※ ％ 持ち家世帯も同様の想定から、安定性の評価指標とみなすことができます。

安定スコア 上記①②の平均偏差値

①年収７００万円以上就業者数※ 人
②６５歳以上人口 人

③１千万円以上貯蓄高世帯数※ 世帯
④自営業主数※ 人

富裕スコア 上記①③④の平均偏差値

①昼夜間人口比※ 指数 居住者に対する昼間人口（規模の⑫参照）の比率。

②小売中心地性※ 指数
小売年間販売額が、当該圏内の人口だけから得られる額より多いか、少ないかを把握する指数。値が１を超えて大きいほ
ど他圏域からの流入に依存しているとみなします。

③民営事業所比率※ ％ 民営事業所数／（世帯数＋民営事業所数）× 100で求めた比率です。

流入スコア 上記①②③の平均偏差値

①住民基本台帳世帯密度※ 世帯/ｋ㎡

②昼間人口密度※ 人／ｋ㎡

密集度スコア 上記①②の平均偏差値

①住民基本台帳人口伸び率※ ％
②昼間人口伸び率※ ％

③民営従業者数伸び率 ％
④将来推計人口伸び率 ％

⑤住民基本台帳人口増減数 人
⑥昼間人口増減数 人
⑦民営従業者増減数 人

⑧将来推計人口増減数 人
成長スコア 上記①②の平均偏差値

総合スコア 規模、安定、富裕、流入、密集、成長の６つのスコアの平均

年代別のマーケット規模。（ターゲット年代が絞られている場合に参考にします）

就業者収入と貯蓄高の家計状況、自営業種や６５歳以上高齢層等、一般的に“富裕層”とみなされている指標で評価して
います。

住民基本台帳と昼間人口の伸び率で人口の増加を、民営従業者伸び率で経済活動の成長度を評価します。さらに、将来人
口伸び率から地域の将来性を評価します。
各種増減数は、伸び率に対する規模を確認します。

規
模

安
定

富
裕

流
入

密
集

成
長

世帯、昼間人口の密集状況から、営業効率などを評価します。

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明

分野ごとのスコア算出にあたっては、指標のなかに“同じ分野内の他指標と重複評価あるいは相殺評価”されるものがあるので、各分野のスコア算出から除外した指標
があります。上表中のスコア欄に記した①②等の指標№で確認してください。
※印指標：各分野の評価スコアに用いた指標
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≪マーケット水準評価指標の見方≫

＜法人（産業）マーケット＞

指標名 単位 指標の見方

①民営事業所数※ 所 法人マーケット規模の総量。

　　１～４人 所
　　５～９人 所

　　１０～１９人 所
　　２０～２９人 所
　　３０人以上 所

　　農林漁業 所

　　鉱業・採石業・砂利採取業 所
　　建設業 所
　　製造業 所

　　電気・ガス・熱供給・水道業 所
　　情報通信業 所

　　運輸業・郵便業 所
　　卸売・小売業 所
　　金融･保険業 所

　　不動産業・物品賃貸業 所
　　学術研究・専門・技術サービス業 所
　　宿泊業・飲食サービス業 所
　　生活関連サービス業･娯楽業 所

　　教育・学習支援業 所
　　医療・福祉 所

　　複合サービス事業 所
　　サービス業 所

規模スコア 上記①の偏差値

①業種別民営事業所変動指数※ 指数 「2016年～2021年間の業種別民営事業所増減数の合計値（絶対和）」÷「2016年民営事業所数」で求めた係数。

安定スコア 上記①の偏差値
①３０人以上民営事業所比率※ ％ “従業員規模は資本金規模との相関が高い”という想定のもとに富裕度評価指標として選定。

②商業人口※ 人
所属する県内の人口１人あたり販売額からみて、当該圏域内の小売業販売額は何人分にあたるのかを示した指標です。小
売業に限定されますが、富裕度の評価指標としました。

富裕スコア 上記①②の平均偏差値

①民営事業所密度※ 所／ｋ㎡
営業効率などを評価します。※半径が決まっている圏域なので、全町丁の面積は同値です。したがって、民営事業所総数
（規模の①指標）と同じ水準になります。

密集度スコア 上記①の偏差値

①民営事業所数伸び率※ ％
②民営従業者数伸び率※ ％

③民営事業所増減数 所
④民営従業者増減数 人

成長スコア 上記①②の平均偏差値
総合スコア 規模、安定、富裕、密集、成長の５つのスコアの平均

成
長

業種別にみたマーケット規模。

ターゲットとする業種が絞られている場合に参考にします。
また、競合（同業者数）としてみることもできます。

民営の事業所数と従業者数の両面から成長度を捉えます。

安
定

従業員の規模別にみたマーケット規模。（ターゲットとする規模が絞られている場合に参考にします）

規
模

富
裕

密
集

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明

分野ごとのスコア算出にあたっては、指標のなかに“同じ分野内の他指標と重複評価あるいは相殺評価”されるものがあるので、各分野のスコア算出から除外した指
標があります。上表中のスコア欄に記した①②等の指標№で確認してください。
※印指標：各分野の評価スコアに用いた指標
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≪マーケット特性評価指標の見方≫

＜居住者（個人）マーケット＞
指標名 単位 指標の見方

住民基本台帳人口 人 規模（ボリューム）を示す指標です。年代構成比を併せてパイの大きさも確認する必要があります。

１０歳未満人口比率 ％
１０代人口比率 ％
２０代人口比率 ％
３０代人口比率 ％
４０代人口比率 ％
５０代人口比率 ％
６０代人口比率 ％
７０歳以上人口比率 ％
１５歳以上人口 人 規模（ボリューム）を示す指標です。就業可能な年齢として捉えられます。
労働力人口比率 ％

就業者比率 ％
完全失業者比率 ％
非労働力人口比率 ％
国勢調査世帯数 世帯 世帯規模（ボリューム）を示す指標です。世帯人員を併せてパイの大きさも確認する必要があります。
一般世帯人員 人 上記の世帯数で除すと「平均家族数」となります。
世帯人員１人世帯比率 ％
世帯人員２人世帯比率 ％
世帯人員３人世帯比率 ％
世帯人員４人世帯比率 ％
世帯人員５人以上世帯比率 ％

核家族世帯比率 ％
６歳未満のいる一般世帯比率 ％
１８歳未満のいる一般世帯比率 ％
６５歳以上のいる一般世帯比率 ％
６５歳以上単独世帯比率 ％
持ち家世帯比率 ％
借家世帯比率 ％
一戸建世帯比率 ％
長屋建・共同住宅世帯比率 ％
延べ面積１００㎡以上世帯比率 ％
消費購買力計 百万円 消費支出の総額です。各項目別の購買力比率と併せて確認します。

食料品購買力比率 ％
住居費支出額比率 ％
家具･家事用品購買力比率 ％
被服及び履物購買力比率 ％
保健・医療関連購買力比率 ％
交通・通信費支出額比率 ％
教育費支出額比率 ％
教養娯楽支出額比率 ％
その他の消費支出額比率 ％
年収７００万円以上就業者比率 ％

６５歳以上人口比率 ％
１千万円以上貯蓄高世帯比率 ％
自営業主比率 ％

富
裕

就業者収入と貯蓄高の家計状況、自営業主や６５歳以上高齢層等、一般的に“富裕層”とみなされている指標で評価していま
す。

年代別に人口構成をみることによって、どのような家族構成を有したマーケットなのかを捉えることができます。
例えば
　「10代人口」と「40代・50代人口」が多ければ“小学校高学年～中・高生の子を持つファミリーが多い”
といった見方をします。

年代構成と併せて世帯人員別に世帯の構成比をみることによって、さらに詳しい家族像が浮かんできます。
例えば、
　「10代人口」と「40代・50代人口」が多く、かつ「５人以上世帯比率」が高ければ“子供の数が多いファミリー”
または“三世代家族”が多いといった見方ができます。

どのような家族構成の世帯が多いのかを捉えます。
品揃えやサービスを検討する上で重要な手掛かりになります。
例えば、「6歳未満親族のいる一般世帯」が多ければ“子供用品の需要がある”
　　　　「65歳以上単独世帯」が多ければ“商品宅配サービスの需要がある”
といった見方です。

住宅の所有形態や建て方の構成を捉えます。

住
居
状
況

消
費
購
買
力
構
成

就業状況を捉えることによって、富裕度や昼間在宅状況などを捉えること
ができます。
各指標の関係は右のとおりです。

どのような支出項目に偏っているかを捉えることによって、商品のニーズ、出店に適した業種、医院開業の可能性などを探る
ことができます。

※さらに細かく支出項目を確認する必要があれば、別表の「マーケット購買力評価」を参照してください。

年
代
構
成

就
業
状
況

世
帯
人
員
構
成

世
帯
員

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明

「マーケット水準」を補足する項目として、地域の特徴をあらわすデータ項目を++～--までの５段階で評価。マーケットの特徴を年代構成や世帯構成など、さまざ
まな角度からの評価結果を確認することで、品揃えやサービス内容など商圏にマッチした営業戦略を検討することができます。

14



≪マーケット特性評価指標の見方≫

＜法人（産業）マーケット＞

指標名 単位 指標の見方

民営事業所数 所 規模（ボリューム）を示す指標です。業種別構成比を併せてパイの大きさも確認するための指標です。
農林漁業民営事業所比率 ％
鉱業・採石業民営事業所比率 ％
建設業民営事業所比率 ％
製造業民営事業所比率 ％
電気・ガス・熱供給業民営事業所比率 ％
情報通信業民営事業所比率 ％
運輸業・郵便業民営事業所比率 ％
卸売・小売業民営事業所比率 ％
金融・保険業民営事業所比率 ％
不動産業・物品賃貸業民営事業所比率 ％
学術研究・専門等民営事業所比率 ％
宿泊業・飲食サービス業民営事業所比率 ％
生活関連サービス業等民営事業所比率 ％
教育・学習支援業民営事業所比率 ％
医療・福祉民営事業所比率 ％
複合サービス事業民営事業所比率 ％
サービス業民営事業所比率 ％
１～４人民営事業所比率 ％
５～９人民営事業所比率 ％
１０～１９人民営事業所比率 ％
２０～２９人民営事業所比率 ％
３０人以上民営事業所比率 ％

ターゲットとなる業種の割合を把握します。
商材は、輸送機器やＩＴ機器など、業種によって異なります。

また、“貴社との競合はどうか”という視点で捉えることも有効です。

小規模零細事業所が中心なのか、大規模事業所が中心なのか、“立地する事業所を規模的な側面”から捉えます。
業種構成と併せて、
例えば、「民営事業所数」「卸売・小売業民営事業所比率」が多く、「１～４人民営事業所比率」が多ければ、“小さな商
店が集中立地するマーケット”といった見方ができます。

業
種
構
成

規
模
構
成

Ⅲ．「商圏レポート（マーケット分析編）」の説明
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月次に公表される各種の経済動向に関する都道府県別データを、都道府県ごとに「36カ月の推移グラフ」で表示しました。

●　データは次の16指標です。 ●　各指標は、原則次の4つのデータを掲げました。

分 野 ① 原数値

個人消費

② 対前年同月比

（注）

③ 季節調整値

④ 予測値

（注）

（注）指標は、最新の公表データから過去３年間のデータを使
用しています。ただし指標によって公表時期が違うため、デー
タの始まりと終わりが統一されていません。

雇用環境

新規求人倍率

常用労働者数

家計・物価

企業活動

消費者物価指数

企業倒産件数

企業倒産負債総額

金融機関貸出残高

1世帯当たり実収入額（勤労世帯）

金融機関預金残高

有効求人倍率

1世帯当たり消費支出額（全世帯）

所定外労働時間

現金給与総額

都道府県別時系列データ（トレンド ＷＡＴＣＨ）について

指 標 名

大型小売店販売額

着工新設住宅戸数

建設需要 公共工事受注額

民間工事受注額

公表されているデータ、そのままの数値です。

　原数値を基に計算した数値です。前年同月と比較して、現在
は増加しているのか、減少しているのかが把握できます。

（補足）　「公共工事受注額」「民間工事受注額」の出所は建設工事受注動態統計調査報告。同調査について
令和3年3月以前の値に所管の国土交通省において一部不正処理（二重計上）が発覚したため、使用において
は留意が必要。令和3年4月以降は正しい処理方法に修正済み。

　「大型小売店販売額」の対前年同月比は、原データそのものが、既存店
（過去1年間に開・廃業した店舗を除く）の販売額の積み上げによって計算
されています。

　原数値から季節的要因による変動等を取り除き毎月同じ基準
で数値の動きがみられるようになっています。
　長期にみて、どのように変動しているのかを見るのに適して
いるだけでなく、直近の変化方向を見るのにも適しており、前
月に比べ上向いているのか、下向いているのか等の判断ができ
ます。

　季節調整値を基に、時系列回帰モデル式によって予測した値
を、原数値に変換して表示しています。
最新のデータから半年先までを予測しています。

　「有効求人倍率」「新規求人倍率」は、季節調整値が公表されています
ので、原数値はありません。対前年同月比は、公表された季節調整値を基
に算出しています。

Ⅳ．「トレンドWATCH」レポートの説明
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分野 指標名 出所 定義（説明）

商業販売統計

（経済産業省）

住宅着工統計

（国土交通省）

建設工事受注動態統計調査報告

（国土交通省）

建設工事受注動態統計調査報告

（国土交通省）

一般職業紹介状況

（厚生労働省）

毎月勤労統計調査_地方調査結果
　毎月勤労統計調査は、日本標準産業分類に基づく１６大産業に属する常用労働者５人以上の事業所を対象に、賃
金、労働時間及び雇用の変動を把握する調査です。調査対象事業所は、常用労働者５人以上の事業所（経済センサ
ス）から抽出した事業所です。

（厚生労働省）
　常用労働者とは、事業所から給与を支払われる労働者（船員法の船員を除く）のうち、 期間を定めずに、又は
１ヵ月を超える期間を定めて雇われている（一般労働者）、もしくは日々又は１ヵ月以内の期間を定めて雇われてい
る者のうち、調査期間の前２ヵ月にそれぞれ１８日以上雇い入れられた者（パートタイム労働者）のことを指しま
す。実際の雇用情勢の実態を表しています。

　建築基準法に基づき、建築主から都道府県知事に提出された建築工事の届出（延べ床面積１０㎡を超えるもの）の
うち「住宅部分」について集計したものです。住宅建設のフローに関する基礎的データであり、住宅投資の動きを見
るための代表的な指標です。
　着工新設住宅戸数の動きが景気変動に対し先行性があるとされており、調査対象の翌月下旬には結果が判明し、悉
皆調査としては非常に高い速報性があります。
　※届出義務のない床面積１０㎡以下の建築物は含まれていません。

　建設業法上の許可を有する建設業者を母集団とし、国土交通省が別途実施している建設工事施工統計調査の対象業
者のうち、完成工事高が１億円以上の建設業者から無作為抽出し、調査対象業者としています。国や地方自治体によ
る公共投資の動きを把握することができます。
公共工事では、国、地方公共団体、公団・事業団等が発注した工事を集計しています。

　民間工事では、公共機関以外の者（駐留軍、外国公館を含む）が発注した建築工事・建築設備工事を集計していま
す。

当月の新規求人（当月新たに申し込まれた求人）と、前月から繰り越された求人の合計を「有効求人」といい、同
じ定義で「有効求職」があり、「有効求人」/「有効求職」が有効求人倍率です。

有効求人倍率が低いと雇用情勢が悪化、倍率が高いと雇用情勢が良いことを示します。雇用情勢の最新の動きをみ
るには、新規求人倍率（新規求職者数に対する新規求人数の割合）をみます。新規求人数は景気の上昇局面で増加、
後退期で減少しますが、特に景気後退期に敏感に反応し、景気の山に先行して減り始めることから、景気判断の先行
指標とされています。

個人消費

データの出所と定義について

大型小売店販売額

着工新設住宅戸数

公共工事受注額

※前頁の（補足）参照。

　調査対象となる百貨店とスーパーの総販売金額です。消費動向をつかむ上で注目される数字です。
　前年同月比の算出については、当月及び前年同月とも調査の対象となっている店舗のみで行っています。このた
め、過去１年間に開・廃業した店舗の販売額は除かれているので、前年と同一条件で消費動向をみることができま
す。

建設需要

雇用環境

常用労働者数

有効求人倍率

新規求人倍率

民間工事受注額

※前頁の（補足）参照。

Ⅳ．「トレンドWATCH」レポートの説明
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分野 指標名 出所 定義（説明）

毎月勤労統計調査_地方調査結果

（厚生労働省）

毎月勤労統計調査_地方調査結果

（厚生労働省）

家計調査
　家計調査は、層化３段抽出法（市町村、単位区、世帯）により世帯を選定して行う標本調査です。

２人以上の世帯の調査結果は、主に地域・世帯・収入区分ごとに１世帯当たり１か月間の収支金額（品目別では購
入数量を含める。）に集計され、原則として調査月約２か月後に「家計調査報告」（月報）を刊行しています。

（総務省統計局）
　実収入額とは、税込みの収入で、世帯主だけでなく、世帯全員の収入を合わせた金額です。
　消費支出額とは、一般にいう生活費のことで、日常生活上、モノやサービスに対して支払った金額です。

消費者物価指数(CPI）

消費者物価指数は、総務省が毎月発表する小売物価統計調査を元に作成される指標で、物価指数の一つで、基準年
（現在は平成２２年=100）を固定して、物価がどのように変化しているかを指数化したものです。消費構造の変化に
対応するため、基準年は５年に１回改定（直近では平成２２年８月に改訂）され、国民の生活水準を示す指標の一つ
となっています。

（総務省統計局）
消費者物価指数については「総合」「生鮮食品を除く総合」「持家の帰属家賃を除く総合」「持家の帰属家賃及び

生鮮食品を除く総合」「食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合」「財」「生鮮食品を除く財」及び「半耐久
消費財」の８系列について公表しています。
※本データでは「生鮮食品を除く総合」を掲載。

企業倒産件数
企業倒産という数値は、景気を測る統計指標の一つでもありますが、法的な定義はなく、官庁統計に集計したもの

はありません。

（東京商工リサーチ）
民間信用調査機関である東京商工リサーチでは、全国・負債総額1千万円以上の倒産統計を「倒産月報」として月

次発行しており、都道府県、地域ブロック別、産業別に倒産件数、負債総額が公表されています。

金融機関預金残高
金融機関貸出残高

都道府県別預金・現金・貸出金
　預金残高の増減率は金融機関の信用力を示します。経営破綻が相次いで信用不安が起きれば、預金が流出します。

法人預金は売上げ低迷による余資の減少や、預貸相殺の動きが続くと減少し、個人預金は収入が落ち込むと減少し
ます。増加する理由には逆のことがいえます。

（国内銀行のみ） （日本銀行）
景気拡大期には企業が設備投資を増やし、資金需要が拡大するため貸出残高は増加します。また、銀行の貸出余力

が増えれば貸出残高は増加します。
法人向けは企業が新規借入よりも債務の返済を優先させたり、金融機関が不良債権処理を優先させたりすると、貸

出は減少します。個人向けは住宅ローン等が堅調だと増加します。

　

　現金給与総額とは、賃金、給与、手当、賞与など労働の対償として使用者が労働者に支払うものをすべて合計した
もので、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く前の金額です。退職を事由に労働者に支払われる退職
金は含まれません。

　所定外労働時間とは、残業や早出・休日出勤などのことです。景気が良くなると、生産活動が活発化するため残業
時間の増加で対応し、逆に景気後退時には残業の抑制で対応するため、景気に敏感に反応します。

消費者物価指数
（生鮮食品を除く総合）

企業倒産件数
企業倒産負債総額

雇用環境

家計・物価

企業活動

所定外労働時間

現金給与総額

1世帯当たり
実収入額（勤労世帯）

1世帯当たり
消費支出額（全世帯）

Ⅳ．「トレンドWATCH」レポートの説明
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